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図－1 解析対象建物 図－2 試験体の配筋状況 
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(a) 柱     (b) 基礎梁 

図－3 各部材の断面 

論文 袖壁付き柱－基礎梁部分架構の非線形 FEM 解析 
 

宮本 大輔*1・鈴木 卓*2・真田 靖士*3・市之瀬 敏勝*4 

 

要旨：本研究では，縦開口を有する連層耐震壁における最下部の袖壁付き柱－基礎梁部分架構の二次元 FEM

解析を実施し，その応力状態および損傷状況を検討した。解析の結果，架構試験体の破壊モードは基礎梁の

せん断破壊型であった。併せて，壁厚さ，基礎梁あばら筋比，および基礎梁腹筋の有無とその定着の有無を

変数としたパラメトリック解析を実施した。その結果，壁厚さの増加に伴い開口直下および引張側の袖壁直

下の基礎梁の損傷状況が変化し，早期に耐力低下する傾向が確認された。あばら筋比の増加に伴い最大耐力

の上昇が確認された。また，腹筋が基礎梁の性能に及ぼす影響は限定的と判断された。 

キーワード：基礎梁，有開口耐震壁，縦開口，せん断耐力，FEM 解析 

 

1.  はじめに 

2010 年版の鉄筋コンクリート構造計算規準 1)（以下，

RC 規準）では，開口高さによる低減率 r3 が新たに導入

された。筆者らは r3の評価精度の検証を目的として縦開

口を有するRC連層耐震壁の静的載荷実験およびFEM解

析を実施してきた。その結果，r3 を用いた終局強度計算

値は壁脚部の曲げ強度の過大評価に伴い実験の最大耐力

と比べて高い値を示す傾向を示した 2)-4)。これらの既往

の検討では，開口両側における壁脚の曲げ強度および上

下開口間の中間階梁のせん断強度から r3が導出されてお

り，その中で基礎梁は剛体として取り扱っていた。 

耐震壁直下の基礎梁には，壁から杭への曲げモーメン

トおよびせん断力の伝達を可能にするために 99 年版 RC

規準 5)に示される推奨規定を満たす断面が要求されてい

るものの，開口を有する連層耐震壁の基礎梁に要求され

る強度と剛性ついての具体的な記述はされていない。 

そこで，本研究では縦開口を有する連層耐震壁におけ

る最下層基礎梁の構造性能の把握を目的とした構造実験

を計画している。本論では，構造実験に先立ち袖壁付き

柱－基礎梁部分架構を対象とした二次元 FEM 解析を行

い，当該架構の損傷状況および応力状態の検討結果を述

べる。 

 

2.  解析対象試験体 

2.1 想定建物および試験体の概要 

試験体は 2010 年版 RC 規準 1)に示される設計例（図－

1）において短辺方向に配置された連層耐震壁の最下層

部に開口を設けたものをモデル化した。試験体の形状お

よび配筋状況を図－2 に，各部材断面を図－3 に，試験

体概要を表－1 にそれぞれ示す。 

試験体は実大の 40%スケールとし，側柱の頂部および

脚部にピン支承を設置する計画である。柱中心間距離 L

は 2,250mm，柱上下のピン支承間距離 H は 2,120mm で

ある。側柱断面 bc×Dcは 320mm 角とし，基礎梁断面 bb

×Dbは 240×600mm とした。壁厚さ t は 80mm とし，壁

板の中央に幅 360mm（実大で 900mm）の縦開口の配置

を想定した。開口補強筋量は文献 1)に従い設計されてい

る。また，側柱および基礎梁は文献 5)の推奨値を満たす

断面となっている（表－2 参照）。基礎梁の腹筋 8-D4 は

文献 6)に従い配しており，柱内には定着されていない。 

*1 大阪大学大学院 工学研究科地球総合工学専攻 (学生会員) 

*2 大阪大学大学院 工学研究科地球総合工学専攻 助教 博士（工学） (正会員) 
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2.2 材料特性 

表－3 にコンクリートの材料特性を，表－4 に鉄筋の

材料特性をそれぞれ示す。コンクリートの設計基準強度

Fcは 30N/mm2である。また，コンクリートのヤング係数

Ecは式(1)により，引張強度 σtは式(2)によりそれぞれ算出

した。また，鉄筋の規格はすべて SD295A とする。 

   2 1 3
1 233500 24 60c cE k k γ F      (N/mm2) (1) 

ct Fσ 33.0  (N/mm2) (2) 

ここで k1：その他の粗骨材の場合の係数（=1.0），k2：

混和剤を使用しない場合の係数（=1.0），γ：コンクリー

ト気乾単位体積重量（=24kN/m3）である。 

2.3 終局強度計算 

表－5 に各終局強度計算結果の層せん断力換算値を示

す。基礎梁の曲げ強度（式(3)）とせん断強度（式(4)）お

よび袖壁付き柱の曲げ強度（式(5)）およびせん断強度（式

(6)から式(8)）は文献 7)に従い算出した。また，基礎梁の

危険断面間距離 lb は開口幅とした場合（=360mm）およ

び基礎梁の開口端部から反対側の柱内側までの距離とし

た場合（=1,145mm）の 2 種類をそれぞれ仮定し，式(9)

を用いて層せん断力に換算した。記号の詳細は文献 7)を

参照されたい。 

dσaM ytbu  9.0  (3) 

 
0.230.068 ( 18)

0.85
0.12

t c
bsu w wy

p F
Q p σ b j

M Q d

      
   

 (4) 

Ntytwu jNjσaM    (5) 

NQQQ sucsuwsu 1.0  (6) 

 
 

0.230.053 18
0.85

/ 0.12

twe c
suw wh why w w

w

p F
Q p σ t j

M Q d

      
   

 (7) 

 
 

0.230.053 18
0.85

/ 0.12

tce c
suw cwe cwy ce ce

ce

p F
Q p σ b j
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M

H

L
QQ

b

b
b

2
  (9) 

計算の結果，本試験体の破壊モードは基礎梁の危険断

面間距離の仮定の違いに拘わらず，基礎梁の曲げ降伏型

と判定された。 

 

3.  FEM 解析 

3.1 解析概要 

図－4 に試験体の要素分割および境界条件を示す。解

析は二次元解析とし，平面応力場を仮定した。コンクリ

ートおよび柱上下のピン支承は 4 節点四辺形要素で定義

し，壁筋，柱帯筋および基礎梁あばら筋は埋め込み鉄筋

で表現した。また，柱頭および柱脚のピン支承は剛体と

し，壁板の上部一列の四辺形要素は上層部からの壁板の

拘束効果を簡易的に表現するために剛体とした。主筋お

よび基礎梁腹筋は 2 節点トラス要素で定義し，鉄筋およ

びコンクリートの節点の間に接合要素（図－4 中の LINE 

Element）を配置し，コンクリートとの付着すべりを考慮

した。 

境界条件は柱脚部ピン支承中央の節点の変位を固定

とした。また，左右の柱頭部中央節点の水平および鉛直

変位がそれぞれ同一の値となるように設定した。解析は

柱頂部に想定建物と等しい軸力比 0.13（両側柱にそれぞ

れ 400kN）を加えた後，変位制御による水平載荷を行っ

た。なお，解析には市販の解析ソフト「FINAL」を使用

した。 

3.2 材料モデル 

コンクリートのひび割れは非直交ひび割れモデル 8)に

より表現した。二軸応力下の破壊条件は Kupfer らの提案

9)に従った。応力－ひずみ関係の上昇域は修正 Ahmad モ

デル 10)を仮定し，軟化域は Nakamura モデル 11)を仮定し

た。ひび割れ発生後は圧縮特性の劣化を長沼モデル 12)

によって考慮した。引張側のテンションスティフニング

特性は出雲らの提案モデル 13)（モデル係数 C=1.0）とし，

ひび割れ後の応力をほとんど負担しないものとした。ひ

び割れ後のせん断伝達特性モデルは長沼モデル 12)を用

表－1 試験体概要 
  実大 試験体 

柱 

 bc×Dc (mm) 
1,200×800（左） 
1,200×850（右） 

320×320（両側） 

主筋 
22-D32 (pg=1.82%)（左）
18-D32 (pg=1.40%)（右）

12-D13 (pg=1.48%) 

帯筋 2-D16@100 (pw=0.33) 2-D6@60 (pw=0.33%) 

基礎梁 

bb×Db (mm) 600×1500 (1430) 240×600 (570) 
上端筋 3-D32 (pt=0.28%) 3-D13 (pt=0.28%) 
下端筋 3-D32 (pt=0.28%) 3-D13 (pt=0.28%) 
腹筋 8-D10 8-D4 

あばら筋 2-D13@200 (pw=0.21%) 
2-D6@125 
(pw=0.21%) 

壁板 

壁厚 t (mm) 200 80 

壁筋 
2-D13@200 
(ps=0.63%) 

2-D6@120 千鳥
(ps=0.66%) 

開口補強 - 3-D10 
柱中心距離 lw (mm) 5,090 2250 

軸力 N (kN) 7879 (N/N0=0.13) 800 (N/N0=0.13) 

表－2 梁型および柱型に関する推奨条件 
柱および梁の断面積 st/2 以上 
柱および梁の最小径 3/st 以上かつ 2t 以上 
s : 壁板の短辺の長さ (=1,040mm)，t : 壁板の厚さ(80mm) 

表－3 コンクリートの材料特性 
圧縮強度(N/mm2) ヤング係数 (kN/mm2) 引張強度 (N/mm2) 

30 26.6 1.8 

表－4 鉄筋の材料特性 
 降伏強度 (N/mm2) ヤング係数 (kN/mm2) 

D13, D10, D6 (SD295A) 295 205 

表－5 終局強度の計算結果 

 
袖壁付き柱 基礎梁 

袖壁圧縮 袖壁引張 合計 lb=360mm lb=1,145mm 
曲げ強度 504 186 

475 
339 107 

せん断強度 289 289 347 346 
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いた。以上に示すコンクリートの材料構成則は文献 14)

を参考に設定した。鉄筋の応力－ひずみ関係はバイリニ

アモデルを用いた。付着応力－すべり関係は，Naganuma

らのモデル 15)とした。ここで，最大付着応力は文献 16)

に示される付着信頼強度とし，最大付着応力時のすべり

量は文献 17)に従い 1.0mm と仮定した。 

 

4.  解析結果 

4.1 荷重－変形角関係および損傷状況 

図－5 に荷重－変形角関係を，図－6 に損傷状況をそ

れぞれ示す。図－6 では，概ね最大耐力を記録した R=0.5

×10-2rad 時の結果を示しており，変形倍率およびひび割

れ幅を 20 倍にして示している。 

解析の結果，左側袖壁フェイス付近における基礎梁の

曲げひび割れおよび開口直下付近における基礎梁のせん

断ひび割れの順に損傷が認められ，それらに伴う剛性低

下が確認された。また，基礎梁あばら筋の降伏はせん断

ひび割れの発生と同時に確認された。R=0.2×10-2rad 程

度で左側の袖壁脚部圧縮縁においてコンクリート要素の

ひずみ軟化が確認された。その後，基礎梁のせん断ひび

割れ幅の拡幅が顕著となり，R=0.5×10-2rad 程度で最大

耐力が記録された。以上の解析結果から本試験体の破壊

モードは基礎梁のせん断破壊型として判断された。 

本試験体の最大耐力は 449kN であり，2.3 節に示す基

礎梁の曲げ強度計算結果と比べて lb=360mmでは1.3倍と

なり，lb=1145mm では 4.2 倍と高い値を示した。 

4.2 最小主応力分布 

図－7 に R=0.5×10-2rad におけるコンクリートの最小

主応力分布を示す。同図では，変形倍率を 20 倍に拡大し

て示している。左側壁頂部と左側壁脚部および右側柱脚

部付近に高い圧縮応力が生じており，その 3 者を結ぶ圧

縮ストラットの形成が認められた。 

4.3 架構の応力分布 

図－8 に R=0.5×10-2rad における袖壁付き柱および基

礎梁の曲げモーメント分布，柱頭および柱脚に作用する

軸力と水平力，および開口直下の基礎梁の負担する軸力

とせん断力を示す。ここで，基礎梁の負担する軸力とせ

ん断力は開口直下の基礎梁を鉛直に切断したときにでき

る自由体の水平方向と鉛直方向の力の釣り合いにより算

出した。また，袖壁付き柱の曲げモーメントの値は柱頭

および柱脚に作用する水平力から算出し，基礎梁におけ

る赤線は柱と基礎梁の節点の曲げモーメントの釣り合い

から算出した。また，同図中の青線で示す基礎梁の曲げ

モーメントの値はコンクリートおよび鉄筋要素の軸方向

応力度，要素面積および要素中心から部材芯までの距離

を乗じることで算出した。 

開口左側における基礎梁では，開口端から僅かに内側

で曲げモーメントの最大値が確認された。これは図－7

の最小主応力分布に示すように左側の袖壁脚部の圧縮側

端部において高い圧縮応力が生じたためである。一方の

開口右側における基礎梁では，開口端部から柱にかけて

曲げモーメント分布の傾きが緩やかになる傾向が認めら
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れ，袖壁縦筋に生じる引張力の影響が確認された。また，

基礎梁の曲げモーメント分布の形状から基礎梁の危険断

面間距離 lb（せん断スパン）は左側開口端部から右側の

内側柱までとして評価する（=1,145mm）方が解析結果と

整合するものと考えられる。 

図－9 に基礎梁の水平方向軸伸びの推移を示す。ここ

で，基礎梁の水平方向伸びは図－4 中の節点 A および B

の水平変位の差分である。部材角の増大に伴い基礎梁の

軸伸びの発生が確認される。ただし，本解析では左右の

柱上下に取りつけたピン支承の影響により基礎梁の軸伸

びの拘束が予想され，これにより最大耐力時に基礎梁に

軸力比 0.13（=Nb/(bbDb)）程度の圧縮力の作用が確認され

た。そのため，解析結果の最大耐力と 2.3 節に示す終局

強度計算結果の相違が生じたものと推察される。換言す

れば基礎梁の終局強度計算には，基礎梁に生じる圧縮軸

力の影響を考慮する必要があり，文献 7)に示される柱の

曲げ強度式（式(10)）およびせん断強度式（式(11)）を用

いて改めて終局強度を算出した。ここで，基礎梁に作用

する圧縮軸力は図－8 に示す 545kN とした。記号の詳細

は文献 7)を参照されたい。 












c

ygu FDb

N
DNDgaM 15.05.0 1  (10) 
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0.85 0.1

/ 0.12
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su w wy

p F
Q p σ σ b j

M Q d
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 表－6 に基礎梁に作用する圧縮軸力を考慮した終局強

度計算結果を示す。曲げ強度計算結果は解析の最大耐力

の値と比べて低い値を示している。これは前述したよう

に解析では右側袖壁縦筋の負担する引張力により右側袖

壁直下の基礎梁に作用する曲げモーメントが徐々に減少

したことに起因するものと推察される。 

 

5.  パラメトリック解析 

5.1 解析モデルの概要 

 本章では，前章までに示した部分架構試験体を基準と

して壁厚さ，基礎梁あばら筋比，基礎梁腹筋の有無およ

びその定着の有無を変数としたパラメトリック解析を実

施する。 

 壁厚さが異なる試験体の解析では，表－2 に示す梁最

小径の推奨値を基に壁厚さを 80mm から 160mm まで

40mm ずつ増加させた。なお，各解析モデルの壁筋比は

0.66%である。あばら筋比が異なる試験体の解析では，

前述した 3 種類の壁厚さを基にあばら筋比を 0.21%から

0.63%まで 0.21%ずつ増加させた。腹筋を変数とした試験

体の解析では，壁厚さを 80mm，あばら筋比を 0.21%と

した試験体を基に腹筋の有無および腹筋の柱への定着の

有無をさせたものを実施した。なお，腹筋の定着の有無

はそのトラス要素の端部節点を四辺形要素節点との結合

の有無で表現した。 

5.2 荷重－変形角関係および損傷状況 

図－10 に壁厚さが異なる試験体の荷重－変形角関係

を示す。壁厚さの増加に伴い初期剛性の上昇が認められ

たものの，最大耐力に大きな変化は認められなかった。

これは，後述するように各試験体の破壊モードが基礎梁

せん断破壊型となったためである。また，壁厚さ 160mm

の試験体は壁厚さ 80mm および 120mm の試験体に比べ

て早期に耐力低下する傾向が認められた。 

図－11 に各壁厚さにおいてあばら筋比が異なる試験

体の荷重－変形角関係をそれぞれ示す。いずれの壁厚さ

においてもあばら筋比の増加による初期剛性の変化は認

められなかった。しかし，基礎梁せん断ひび割れ発生後

の剛性および最大耐力の上昇がそれぞれ確認された。ま

た，壁厚さ 80mmの試験体は壁厚さ 120mmおよび 160mm

の試験体と比べてあばら筋比の増加に伴う最大耐力の上

昇が低かった。 

図－12 に壁厚さ 80mm とし，腹筋の有無およびその定

着の有無を変数とした試験体の荷重－変形角関係を示す。

各試験体の荷重－変形角関係に大きな差異は認められな

かった。このことから，本解析では腹筋が基礎梁の構造

性能に及ぼす影響は小さいと判断された。 

図－13 に壁厚さ 80mm，120mm および 160mm におけ

る，あばら筋比 0.21%および 0.63%とした試験体の

R=0.50×10-2rad における損傷状況を示す。同図では，変

形倍率およびひび割れ幅を 20 倍に拡大している。 

あばら筋比 0.21%の試験体に着目すると（図－13左側），

前述したように壁厚さ 80mm の試験体では，開口付近に

おける袖壁の圧縮側脚部コンクリート要素のひずみ軟化

が確認された。一方で壁厚さ 120mm および 160mm の試

験体では，開口直下の基礎梁コンクリート要素にひずみ

軟化および開口直下から右側袖壁直下にかけての基礎梁

のせん断ひび割れ幅の拡幅が顕著であった。このことか 
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図－9 基礎梁の水平方向軸伸びの推移 

表－6 軸力入力時の終局強度の計算結果 

 
基礎梁 

最大耐力 (kN) 449 
曲げ強度 (kN) 365 
せん断強度 (kN) 393 
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ら各試験体の破壊モードは壁厚さ 80mm の試験体と同様

に基礎梁のせん断破壊型として判断された。一方で壁厚

さの増加に伴い各試験体の左側袖壁直下の基礎梁におい

てひび割れの進展および拡幅の抑制が確認された。すな

わち，壁厚さの増加に伴い基礎梁の変形が開口直下から

右側袖壁直下の領域に集中する傾向が認められ，壁厚

160mm の試験体の耐力低下がその他の試験体と比べて

早期に生じた原因と考えられる。 

次に，あばら筋比 0.63%の試験体に着目すると（図－

13 右側），各試験体ともにあばら筋比 0.21%の試験体と

比べて開口直下から右側袖壁直下の基礎梁においてひび

割れの進展および拡幅の抑制が確認された。壁厚さ

80mm および 120mm の試験体では，左側袖壁脚部コンク

リート要素のひずみ軟化がそれぞれ確認されたのに対し

て，壁厚さ 160mm の試験体では袖壁コンクリートのひ

ずみ軟化の発生は認められなかった。この袖壁脚部コン

クリート要素のひずみ軟化の発生および進展により壁厚

さ 80mm の試験体は壁厚さ 120mm および 160mm の試験

体と比べてあばら筋比の増加に伴う最大耐力の上昇が低

くなる要因と考えられる。さらに，壁厚の増加に伴う左

側袖壁脚部コンクリート要素のひずみ軟化の発生の抑制

により，左側袖壁直下における基礎梁の曲げひび割れの
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図－10 荷重－変形角関係（変数：壁厚さ） 
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図－11 荷重－変形角関係（変数：あばら筋比） 
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図－12 荷重－変形角関係（変数：腹筋） 

圧縮軟化要素  

 
(a-1) t=80mm, pw=0.21%  (a-2) t=80mm, pw=0.63% 

 
(b-1) t=120mm, pw=0.21%  (b-2) t=120mm, pw=0.63% 

 
(c-1) t=160mm, pw=0.21%  (c-2) t=120mm, pw=0.63% 

図－13 損傷状況（R=0.5x10-2rad） 
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位置が開口に近づくことが確認された。また，各試験体

ともにあばら筋比の増加に伴い左側袖壁直下において基

礎梁の下側において曲げひび割れの拡幅および主筋の降

伏域の拡大が認められた。以上のことから，いずれの壁

厚さにおいてもあばら筋比 0.42%および 0.63%の試験体

の破壊モードは基礎梁の曲げ降伏型として判断された。

なお，壁厚さ 120mm および 160mm の試験体において，

あばら筋比を 0.42%から 0.63%へと増加させるに伴い最

大耐力の上昇が確認された。これは，あばら筋比の増加

に伴い基礎梁のせん断変形が拘束され曲げ変形が卓越し，

基礎梁に入力される圧縮軸力が増加したためである。 

 

6.  まとめ 

 本研究では，縦開口を有する連層壁の下層部を模擬し

た袖壁付き柱－基礎梁部分架構を対象とした二次元

FEM 解析を実施し，当該部分架構の応力状態および損傷

状況を検討した。併せて，壁厚さ，基礎梁あばら筋比，

基礎梁腹筋の有無，およびその定着の有無を変数とした

パラメトリック解析を実施した。本研究より得られた知

見を以下に示す。 

1) 解析の結果，部分架構試験体の破壊モードは基礎梁

のせん断破壊型となり，基礎梁の開口直下から引張

側の袖壁直下の領域に損傷が生じる傾向が認めら

れた。 

2) 本論に示す水平力の載荷方法では，基礎梁に作用す

る圧縮軸力に起因する基礎梁の最大耐力の上昇の

影響が認められたことから，終局強度評価において

基礎梁の圧縮軸力の影響を考慮する必要がある。 

3) パラメトリック解析の結果，壁厚さの増加に伴い圧

縮側の袖壁直下の基礎梁においてひび割れの進展

および拡幅の抑制および開口直下および引張側の

袖壁直下の基礎梁に損傷領域の集中が認められ，早

期に耐力低下が生じた。 

4) 各壁厚さの試験体ともに，基礎梁あばら筋比の増加

に伴う最大耐力の上昇が確認され，その傾向は壁厚

さの増加に伴い顕著となった。 

5) 基礎梁に配筋される腹筋が初期剛性および最大耐

力に及ぼす影響は小さかった。 
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